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　　　 セミナー：等身大の日本の姿を見つめる①
「各経済指標から見える日本の立ち位置と処方せん」

　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベーション研究科
　　　　　　　　　　　　　　　YOO BYUNG KWANG（兪炳匡　兪ヘイキョウ）　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　日時：2022年９月21日㈬

（司会）

　　皆さん、こんばんは。ただいまから公益社団法
人高知県自治研究センター主催のセミナーを始めて
いきたいと思います。
　私は自治研究センター常務理事の石川俊二と申し
ます。本来であれば理事長の東森がご挨拶を申し上
げるべきところですが、県外出張をしており、私の
ほうから主催者挨拶も兼ねて少し申し上げたいと思
います。
　今日皆様にお配りをしています資料の最初のペー
ジの下のほうに、「等身大の日本の姿を見つめる①」
とあります。①とありますから②があるのだろうと
思われると思いますが、そのとおりでして、このテ
ーマで何回かの連続したセミナーを開催したいと考
えています。それにあたって、私たちの問題意識を
最初に申し上げたいと思います。
　現在、感染拡大から２年半が過ぎたこのコロナ禍
に、依然として私たちは苦しんでいるわけですけれ
ども、このコロナ対策という点において、例えば
PCR 検査の拡大であるとか、病床の確保などにつ
いて、政府のかけ声どおりにいっているかというと

そうではなくて、なかなかそれらが遅々として進ま
ない。先進国標準から見ても大きく後れをとってい
ると言わざるを得ません。また、経済活動や社会生
活に関する各種統計などを見てみても、もはや日本
は先進国とは言えないのではないかと、そういった
論評もマスコミ等で散見されるようになってきてい
ます。
　かつて1980年代の初めの頃だったと思いますが、

「ジャパン・アズ・ナンバーワン」と言われて右肩
上がりの高度成長のもとに、アメリカに次ぐ世界第
２位の経済大国として脚光を浴びていた日本が、今
から振り返れば過去の成功体験からいまだに抜け出
すことができず、当時から将来の課題だと言われて
いた、例えば少子高齢化社会への準備であるとか、
低成長期に適合する政策への転換であるとか、ある
いは人口と富のいびつなほどの地方地域間格差の是
正などなどについて、この間政府などはずっと改革
の必要性を言ってきましたが、実態は効果的な対応
が果たしてどれだけできてきたのかというと甚だ心
もとない、そういった状況ではないかと思っていま
す。

　そういったことを踏まえて、当センターと
しましては、さまざまな統計指標を通じて見
えてくる客観的なこの国のありのままの姿を
把握して、そのことによって、自虐的でもな
い、しかし日本すごい的でもない、そういっ
た等身大の日本の姿を見つめて、課題解決を
考えるきっかけにしたい。そういったことを
考えておりました。
　そのときに目にしたのが、今日講師を務め
ていただきます、神奈川県立保健福祉大学大
学院ヘルスイノベーション研究科の兪炳匡

（兪ヘイキョウ）教授が書かれた『日本再生
のための「プラン B」』という本でありました。
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これを読んだときに、あっ、これだと思った次第で
あります。
　内容については先生のほうからもお話あると思い
ますが、若干私のほうから触れますと、例えば経済
指標、統計指標で言えば、国家レベル、企業レベル
における国際競争力、これが日本が絶頂期であった
1989年とその30年後である2019年とを比較したら、
いかに日本が沈んでいったかがよく分かる。がく然
とします。
　あるいは男女平等ランキングで見ますと、日本は
過去最低の121位です。G7の中で圧倒的に低いです。
兪先生によれば、日本の圧倒的に男性層を中心とし
たエリート層が日本の半分を占める女性を構造的に
排除していると、そういうふうにおっしゃっていま
す。
　また、人材を供給する大学の現状について見ます
と、世界に伍する成長分野として期待されるコンピ
ューターサイエンス関連の学部のランキングで言え
ば、東京大学がやっと134位です。日本の大学の研
究水準が大幅に下落をして、先進国最低か下手をす
ると先進国とはみなされないような、そういった水
準になっています。
　またこのほか、世界幸福度ランキングでは日本は
56位ということでありますし、特に若者を対象にし
た意識調査を見ると、自己肯定感がほんとに低いと
いうのも非常に気になるところであります。
　今本の紹介をしましたが、「プラン B」というこ
とであれば、「プラン A」があるのではないかと思
われると思いますけれども、これも教授がお話の中
で触れられると思いますが、私流に簡単にご紹介し
ますと、「プラン A」というのは、これまで政府や
財界がやってきた成長戦略。これに対して「プラン

B」というのは、格差ができるだけ生じずに持続し
て長く安定的に成長する戦略。
　少し具体的に言えば、先生のご専門である医療経
済学の分野になるわけですけれども、今後の高齢化
に向けて需要が減ることが恐らくないだろうという
医療や介護に集中的に人や物を投資をする、財を投
資をする、そういったことで格差をできるだけ少な
くして安定的に安心した社会、そしてお金が十分回
っていく、そういった社会をつくる。そのほうがみ
んなが、できるだけ多くの人が幸せになれるのだと
いうことが書かれていると自分は解釈をした次第で
あります。
　そういったことも踏まえまして、今日は兪教授の
ほうから、私どもの設定を申し上げた「等身大の日
本の姿を見つめる」、その①として「各経済指標か
ら見える日本の立ち位置と処方せん」ということで
お話をいただきます。途中で一度質疑の時間をとり
ながら順次進めてまいりたいと思いますので、どう
か最後までのご聴講をよろしくお願い申し上げまし
て、冒頭開会のご挨拶とさせていただきます。本日
はどうかよろしくお願いいたします。
　それでは、兪教授、よろしくお願いいたします。
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　　　　　  セミナー：等身大の日本の姿を見つめる①
　　　　　　　　　　「各経済指標から見える日本の立ち位置と処方箋」

はじめに

　それでは早速ですが、画面の共有をさせていただ
きます。事前にお配りした資料と同じです。ご質問
が出た場合、追加のスライドをご用意しております
が、まず最初に、このような機会をいただきました
高知県自治研究センター、特に石川様に御礼申し上
げたいと思います。
　タイトルはご紹介いただいたように「日本の立ち
位置」ということですが、これも冒頭でお話いただ
いたように、日本が急速に多くの指標で地盤沈下し
ている。これはほんとに皆さんにぜひ危機感を持っ
ていただきたいと思います。
　わずか30年前は世界で最も競争力のあった国、企
業が、これほど短期間にこれだけ劇的に悪化したと
いうのは、恐らく歴史的にもあまり例がないのでは
ないか。明らかな理由というのは見当たらないと思
います。日本だけで流行った疫病があるとか、福島
のような、東北のような大きな地震はあったんです
が、あれだけが原因とは考えられません。少なくと
もなぜこれだけ短期間に日本のあらゆる指標が悪化
したのかというのをまず考えまして、その後処方箋、
私の「プラン B」と名づけたものについてご説明し
たいと思います。
　本日90分程度私が話をして、その後質疑応答
ということですが、私の話は２つに分かれると
思います。スライド、資料をお配りしましたが、
約１時間ぐらいで一旦止めて、そこで質疑があ
れば受けたいと思います。その後、後半30分弱
程度私が再度お話しして、また質問のお時間を
設定しますので、そこでも質問を受けたいと思
います。
　それでは進めたいと思います。
　私の略歴ですが、大阪に生まれまして、もと
もとは大阪で私の両親が小さな病院を開業して
おりまして、それを継ぐつもりで最初北大の医
学部を出ました。その後大阪で開業するので大

阪で臨床研修をしていたのですが、医療政策、医療
経済学に興味を持ちまして、当時日本では勉強でき
るところがありませんでしたので、アメリカに渡っ
て修士と博士を取りました。その後日本の大学に戻
ってきて日本の大学の教員のポストを探そうという
予定でしたが、たまたまご縁が続きましてアメリカ
に長くおりまして、最終的には25年という、四半世
紀、非常に長い間アメリカにいることになりました。
　その間この CDC、このパンデミックで日本でも
随分知られるようになりましたが、米国疾病管理予
防センターでも何年か仕事をした後、最終的にアメ
リカで研究助手を入れれば５つの大学で仕事をして、
２年前に日本に戻りました。

兪炳匡教授

YOO BYUNG KWANG（兪　炳匡；ユウ　ヘイキヨウ）
神奈川県立保健福祉大学　大学院ヘルスイノベーション研究科教授
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　過去の研究テーマですが、医療経済学でも私は比
較的珍しく感染症の研究をしておりまして、これも
たまたま偶然なのですが、今回２年前日本に帰って
きたときにちょうどパンデミックが始まりまして、
現在はパンデミックの仕事もしております。
　日本で医療経済学を大学で教えるつもりで、アメ
リカ滞在中にこの本を出しました。当時の最先端の
医療経済学、アメリカとヨーロッパの医療経済学を
まとめた教科書なのですが、今もってまだ古びてお
りませんので、昨年再発刊しました。最初に出した
当時も大変好評をいただきまして、その年の日本経
済新聞が選ぶ「経済・経営書ベスト20冊」の１つに、
医療分野では非常に稀なのですが選ばれました。
　２年前に日本に帰ってきた後、日本でやりたい研
究というか、一連の研究がございまして、ある意味
大風呂敷なのですが、最終的には日本再生につなが
るような研究をしたいと思いまして、２冊の本を出
版いたしました。左のほうが集英社新書で、もう出
版して１年ぐらい経つのですが、ちょうど10日ほど
前ですか、日本経済新聞の９月10日版ですが、ここ
でも再度、医療体制の立て直しという記事の中でも、
大きく取り上げられました。

　私の本は医療を地方再生のかぎの１つにするとい
うのはあるのですが、医療のみならず、そもそも日
本の今の経済体制をどのように変革すれば、日本が
安定した成長、今の豊かさ、私も今現在は日本は先
進国であり、また豊かさは十分先進国と考えており
ますが、過去20年間正確に言えば25年ぐらいですが、
一貫して日本の経済水準というのは落ちてきていま
すので、このスピードで落ち続ければ、間違いなく
あと10年ぐらいするともう先進国とは呼べないと思
います。いや、本当にこの落ちているスピードとい
うのは非常に深刻です。何度も申し上げますが、今
の時点ではまだ先進国ですが、過去25年と同じスピ
ードで落ち続けると、あと10年ぐらいで先進国から
ほぼ脱落すると思います。
　ということで、これは私の「プラン B」について、
アンソロジーというか、神戸女学院大学の名誉教授
の内田樹先生がいろんな問題について著書を出され
ておりますが、このような15人〜20人ぐらいの方に
内田先生が寄稿を依頼して、コロナについて、あと
撤退論ですね、日本の今後についての大きな枠組み
でどのような日本再生が考えられるかという本にも
寄稿しております。
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世界における日本の立ち位置の変化

　最初に総論としまして現状認識です。これも冒頭
で石川様から幾つかご紹介いただいたんですが、私
の本でご紹介したもの、さらに本を出版したのが昨
年でして、若干データをアップデートしたものがあ
りますので、最新のデータも含めて日本の現状、非
常に厳しい現状、もっと言えば、過去20年間一貫し
て落ち続けた現状を皆さんにお伝えしたいと思いま
す。
　２つ目のところで、ある意味今日の結論「プラ
ン B」です。「プラン A」から「プラン B」という、
私の提案が「プラン B」で、これまでの政府、財界、
メディアも含めてずっと推進してきたのが「プラン
A」。逆に言えば、ずっと失敗し続けてきたのです

「プラン A」は、日本では。米国、ヨーロッパでは
それなりに成功しているんですが、日本ではもう劇
的に失敗している「プラン A」というのに、これ
以上しがみつくことはないと思っております。
　その後、各論です。私の専門が医療ですので、特

に皆様により関心が高いと思われます公立・公的病
院の再編統合、あと医療費そのものを抑制するのが
当然のようにメディア、政治家、官僚が言っている
のですが、これはかなりおかしい話でして、それに
ついてお話しして、最後にコロナです。これも冒頭
で石川様がおっしゃっていたように、日本のコロナ
対策非常にお粗末です。これがどれほどお粗末かと
いうのは、もう世界的にエビデンスが出てきており
ますので、日本にとっては恥ずかしいエビデンスで
す。それについてもご紹介したいと思います。

一国では太刀打ちできない、
経済圏形成の必要性

　それでは１つ目の日本の現状です。こちら、私の
本から取ったんですが世界の５大経済圏、あと国で
す。1990年、アメリカがナンバー１で世界の GDP
の20％、日本がその半分ぐらいということで、当時
日本の人口、アメリカの半分ぐらいだったのですが、
今ご覧になって分かると思いますけど、アメリカ今
もう３倍近くなっています。
　あと GDP で見てもドイツ、イタリア、中国とい
ったところが、2018年をご覧になってもらうと分か
るが、もう日本実は５位なのです。いまだに日本は
世界第３番目と言っているのですが、日本を第３番
目と思っている国際的なビジネスパーソンは誰もい
ません。
　なぜなら EU というのはもはやもう経済は１つで
す。ご存じのようにユーロという通貨で統一されて
おりますし、その EU の圏内のパスポート、EU 圏
内の国籍があれば、ハンガリーであってもポルトガ
ルであっても有能な人はどこでも仕事ができるわけ
で、ドイツに行こうとイタリアに行こうとです。最
近イギリスが離れつつありますが、もう EU はもは
やアメリカよりも GDP としても大きく人口も大き
い。
　あとインド。これもこの場合の GDP というのは、
いわゆる物価高を考慮した GDP になっておりまし
て、物価高、インドは物価が安いので、物価高を入
れなければ日本は若干順位が上がって４位なのです
が、いずれにしても上の１、２、３位、中国、EU、
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アメリカに比べても、日本のサイズというのは人口
で比べても３分の１、４分の１、中国と比べると10
分の１です。GDP のレベルで比べても、スケール
で比べてももはや太刀打ちできない、３分の１以下
ですから。
　2050年、もうそんなに遠くない未来かと思います。
あと28年ぐらいですから、皆さんの中でも多くの人
が2050年まで生きていらっしゃると思うのですが、
ほぼ全員生きていらっしゃればよい話なんですが、
日本もうどこにもないんです。インドネシアにも抜
かれるということで、あとインドネシア、2050年に
は人口大国です。３億3,000万人いるということで、
そもそも人口が増えない日本、もっと言えばその経
済ブロックに入らなければ、EU のような、世界の
辺境になっていくということです。

　私が日本の悪口を言っているという、よく批判を
受けるのですが、ある意味一番利に賢い人たち、国
際的な大企業、多国籍企業ですが、もうとっくに日
本の将来はないと思って、これ見越して逃げ出して
いるのです。ご覧になると分かると思いますが、東
京証券取引所に上場している外国企業の数、このバ
ブルの頃は125あったのですが今４です、４。もう

ほぼゼロと言ってもいいです。というか、もう逃げ
出しているのです、日本の経済には将来がないと。
　この４という数字がどれぐらい怖いかというと、
歴史的なこれ数字です。先ほどのはこの上から落ち
てくるところ、つるべ落としの落ちたところなので
すが、そもそも東京証券取引所、外国企業が上場で
きるようになったのは1973年なのです。ここのグラ
フは2010年ぐらいで切れているのですけれど、直近
の今の2020年のデータを見ると、この1973年、初め
てこの外国企業が上場できるようになったときより
ももはや少ないのです。
　ピークが先ほど言ったように、まぁピークの測り
方も細かいので127とか125とかあるのですが、基本
的にもう日本のマーケットから利に理解が早い国際
企業はとっくに逃げ出しているので、そもそも私は
日本国内において、日本はグローバルビジネスを分
かっていないとかお説教をしている人が多いですが、
その人自体がもうおかしいと思います。日本国内で
グローバルビジネスなんて語るのは意味がないです。
グローバルビジネス語りたい人というのは、もう日
本国内にはいないのです。
　この上のほうです。2018年、2050年の上から５つ
のところに、今グローバルビジネスを真剣に、これ
からかつての日本のように大幅に経済成長したいと、
利益を出したいという企業は、今度2018年の上から
４つの経済ブロック、2050年上から５つの経済ブロ
ック国に移行しているわけで、日本からはとっくに
逃げ出しているというか、撤退しているということ
です。
　さらに言えば、日本はどこの経済ブロックにも入
っていない。いまだに日本は北米、アメリカにとっ
ては非常に重要な国だと言っているのですが、残念
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ながらアメリカに私は25年いましたが、そういうこ
とを言うアメリカ人に１人として会ったことありま
せん。
　もっと言えば、実はもう経済のブロック化が進ん
でいるのです。それぞれの経済ブロックどのような
意味があるかというと、その経済圏の中で全てを自
給自足できるとか、自動車もコンピューターも作れ
るし、農作物も作れるということで、これ皆さん
気づいたかもしれませんが、中国、EU、アメリカ、
インド、これ全部国内でほぼ全てのものをつくれる
のです。日本はどうですか。農産物すら自給できな
いです。もはやコンピューターも半導体も自給でき
ません。自動車だけはかろうじてできていますが。
　日本は資源もないし、食べるものもないし、工業
製品もいずれ完全に世界から取り残される可能性が
高いということ。それに比べてこれらの４つ、部分
的にはまだテクノロジー、日本はインド、中国の一
部に勝っていますが、アメリカには完全に負けてい
ます。
　日本が生き残るためには、どこかの経済ブロック、
４大経済ブロック、北米、EU、中国、インドのど
こかに入るか、もう自分でつくるか、どちらかしか
ないと思います。何度も言いますが、この４つにあ
る文化的、言語などの理由でもう入れません。

　じゃあ日本は信用されているのか、アメリカが信
用している国って、俗にホワイト国って言われるの
です。この国の企業は米国内のどのような不動産を
買ってもいいのです。ワシントン D.C.、アメリカ
の首都、その中でもその周囲でも土地を買い漁って
も構いませんし、大事なアメリカの企業、コンピュ
ーター関係とか、そういった企業に幾ら投資しても
いい国というのは、アメリカは３つしか認めていま

せん。カナダ、イギリス、オーストラリアです。日
本は一度も入ったことがないです。今後も入るとは
思えない。
　ということで、日本はアメリカから信用されてな
いのです、残念ながら。そのような国がアメリカの
同盟ですね、経済圏に入ることはできません。もち
ろん安全保障の日米安保というのは重要ですし、今
後も必要だと思いますが、安全保障の条約を結んで
いる国は世界に無数にあります、日本だけではなく。
要は本当にアメリカが信用している国、ホワイト国、
アメリカの企業と本当に密接な技術、情報、不動産
をやりとりしてもいいと言われている国に、日本は
入っておりません。

経済圏形成の日本の選択肢

　あと、大きい問題がその文化です。キリスト教の
影響はいまだに非常に強いです。アメリカいまだに
70％です、日本1.5％と。言語を英語にすればいい
という単純なことを言っている人いますけど、もう
既に世界の国67もあるんですね、英語公用語の。英
語を公用語にしたぐらいでホワイト国には絶対にな
れません。
　アメリカは移民が多いというのですが、これも実
は歴史的に見ればかなりその上下があります。とい
うことで、全人口に占める移民の一世、外国生まれ、
実は70年代の前半ぐらい、わずか５％です。今は15
％ぐらいになっていると。ちなみに、私が一番長く
住んでいたカリフォルニアはもう20％です。20％で
すよ、５人に１人がカリフォルニア、いや、アメリ
カ生まれではないのです。



− 8 −

　考えられますか。東京が一番人口多いですけど、
一千何百万かいますけど、そこに５分の１外国生ま
れの人がいますか。もっと言えば大学です。私がい
たカリフォルニア大学、若い人なんてもう４分の１
ですよ。学生の４分の１が外国生まれなのです。
　外国から移民を受け入れたくないというので、日
本は最もよく知られているのです。逆にあまり名誉
ではないことなのですけど。そういう移民反対の人
たちが、日本はパラダイスだと言っているのです。
外国人が入ってこないから純粋な文化が守れるとか
言っているのですが、しかしこれだけ高齢化が進ん
で大丈夫なのですか、文化が守れるのでしょうか。
　高齢者の割合です。1980年を見ると、日本のほう
が低いんです。アメリカの全人口の11％が65歳以上
だった。日本のほうが若い国だったのですね、1980
年。それが2000年にはもう明らかに、2020、2040と
なるともう圧倒的な高齢社会に進んでいくと。なぜ
これだけアメリカが若いままなのか。これもう当然
若い移民を受け入れる、というより若い移民がアメ
リカに来たがっているわけです。
　ということで、そもそもその文化的なものを共有
できなければ、ほかの価値観、簡単には入れてもら

えません。例えばオーストラリア、アメリカから非
常に遠いです、ニュージーランドも。但し、オース
トラリア、ニュージーランドというのは、文化、宗
教、言語、価値観、法制度、社会的習慣というのが
非常にアメリカに似ているので当然同盟国、先ほど
言ったホワイト国にオーストラリアは入るのですが、
日本は入らない。
　なぜかと言っても、これはもういくらじたばたし
ても、100年かかっても無理です。何百年かかけて
日本の文化、宗教から全て入れ替われば、アメリカ
が日本を同盟国と思うかもしれません、同盟国とい
うかホワイト国にしてくれるかもしれませんが。
　では、どこの国と近いかというと、日本にいると
韓国、台湾との違いばかり見えるんですが、アメリ
カに行けばほんとに分かります。アメリカに行けば、
日本と韓国の違い、もう右利きと左利きの違いぐら
いしかないのです。もちろん右利きと左利きって違
いますけど、それが果たしてどれぐらいの違いかっ
ていうのは、アメリカに行けば日本とインドの違い、
日本とフランスの違いに比べれば極めて小さいです。
　韓国、台湾と経済ブロックを新たにつくってはど
うかというのが私の提案なのですが、一部の人はい
まだに、いや、韓国、台湾みたいな貧しい国と一緒
になりたくない、日本が一方的に取られるだけだと
思っているのですが、これも実は完全に逆転しつつ
あります。今はギリギリ拮抗しているところがある
のですが。
　IMD、これ世界で最も使われているランキング
です。ちなみに日本、かつては世界１位だったので
すが、この黒の太い線が日本です。あとシンガポー
ル、香港、台湾、韓国と入れていますけど、下位で
争っているのが日本と韓国ですが、最近韓国はどん
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どん伸びていますので、ですからこの東アジア、東
南アジアに近いのはシンガポールですけど、日本は
国際競争力ランキングでほぼビリに。
　もっとすごいのは１人当たり GDP です。これも
物価を考慮すると、日本ついに韓国に抜かれました。
これはもう既にニュースでよく出ています。日本の
方あまり分かってないみたいですが、日本というの
はナンバー１だった時代というのは1980年の前半で
す。もう1980年の半ばにはシンガポールに抜かれ、
90年代には香港に抜かれ、2000年には台湾に抜かれ、
ついに韓国にも抜かれたということで、この黒のほ
とんど上がってないのを見ると、これ日本です。
　ほかの４カ国に完全に水をあけられたということ
で、１人当たりの GDP ですから豊かさの指標です
が、一番下になった日本に来たいエリートがどれぐ
らいいるか。もっと言えば、これが日本がもっとほ
かの国と差がつくと、日本と一緒になると損するん
じゃないかという、ほかの国が思う可能性も大いに
あります。

日本の国際競争力ランキングの
凋落の現実

　じゃあ日本は世界中から愛されているっていうん
ですが、これ先ほどと同じこの IMD っていう、この
国際ランキングをつくっているこれです。NHK でも
よく出てきます、この世界の競争力ランキング、こ
れ IMD っていうスイスにあるビジネススクール兼シ
ンクタンクなのですが、そこが世界の何千人という
このビジネスエリートに、どこで働きたいですかっ
て。日本35位ですよ、35位。

　１位スイスというのは、これをやっているそのシ
ンクタンクがスイスにあるという、この辺ご愛嬌で
いいと思うのですが、私が深刻だと思うのは、シン
ガポール、香港、台湾、マレーシアですら日本より
上ということは、アメリカ、ヨーロッパのビジネス
パーソンが仕事したいっていうのは、日本ではなく

て香港、シンガポール、台湾、マレーシア
なのです。もっと言えば、台湾、マレーシ
アのエリートというのも日本には来たがら
ない。日本にいるぐらいなら自分のところ
で仕事をしたほうが儲かる、というか魅力
的だという判断をしているのです。ですか
ら、日本に来ている人に日本好きですかっ
て聞いたら、好きだから日本に来てるので
すから「好き」と言います。しかし、そう
ではなく、日本に来てくれない人に対して、
何で日本に来てくれないのかっていう、そ
の調査こそ日本はすべきだと思います。
　私の本のときから少しアップデートし
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ました。これ2021年、本では2019年ですが、世界ト
ップ20、50、100、時価総額です。この1989年見る
と本当に日本すごかったというのが分かります。世
界20位のうち70％が日本ですよ。世界トップ50のう
ち60％が日本ということで、もうアメリカなんか目
じゃないわけです。トップ100のうちの53です。
　それが、このわずか20年ほど、89年から、14が３
になってゼロになる、トップ20。トップ50もこの32
からなぜ４まで激減するのですか。もう今や１つで
すよ。ご存じ、これトヨタなのですが。トップ100
も53あったのに、わずか30年間で世界のトップ100
にいた50の企業が全部沈んでいったという、非常に
これは恐るべきことが起こっているのです。
　日本はあまり、日本企業は地盤沈下したというの

分かっていないんじゃないかということで、これは
私が新たにつくった表ですけど、日本の就職ランキ
ングです。日本で大体人気がある３つの業種ってい
うのが総合商社、あと製造業だったら自動車、あと
金融です。
　金融、例えば三菱 UFJ を見ると、30年前も今も
トップ20に入るという三菱 UFJ、日本の学生さん、
大学生が就職したい企業の常にトップ近いのですが、
もちろん30年前三菱 UFJ、世界での時価総額７位
です。三菱 UFJ に日本の大学生が行きたがるどこ
ろか、世界中の人が三菱 UFJ で働きたかったので
す。今や206位なのですが、なぜか日本では人気が
下がるどころか上がっちゃっています。
　トヨタも同様です。かつて世界11位だったんです。
ちなみにもうアジアのトップ10にも入ってないです。
日本でナンバー１ですが、アジアの11位です。もう
アジアのトップ10すら、世界トップ10ではなくてア
ジアのトップ10です、日本の企業１つもないです。

伊藤忠も然りということで、世界でこれだけ日本の
企業が没落しているにもかかわらず、日本の大学生
は全くこの辺日本の企業に相変わらずすがっている
という、外資系に行く人もいるとは思いますが。
　これも先ほど冒頭で石川様からご紹介ありました
が、コンピューターサイエンス、これ非常に大事で
す。今医学の研究をやるにも、そのビッグデータう
んぬんにしても、日本で GAFA をつくるとかいろ
いろ言っていますけど、もう本当に生物学の研究か
らあらゆる研究、工学部の研究、コンピューターが
ないともう研究にならないのです。ということで、
コンピューターが弱いところではその最先端産業、
ハイテクが生まれるはずがないです。日本134位で
すよ、なんと134です、コンピューターサイエンス。
　かつてトップ20に入っていたのがあっという間
に没落しています。２位が168位、東北大学。３位
が224位、大阪大学です。日本にも大学たくさんあ
ります。日本の大学でランキング134位の大学って、
皆さんご存じですか。168位の大学ってご存じです
か。じゃあ日本の中でもランキング134と168の大学
が頑張って、東大、京大に勝つとか言っても誰も信
じないです。
　同様に、じゃあ世界トップのコンピューターサ
イエンスを見ると、日本を除く中国、シンガポー
ル、サウジアラビアがトップ10のうち７つなんです。
全学部を含めたランキングも東大だけです。もは
や100に入っているのは。私がこれ使っているのは

「U.S. News & World Report」というものです。
　世界の大学ランキングって２つ有名なのがあるん
です。１つがイギリスの「Times Higher Education」。
日本は「Times Higher Education」ばかり使うん
です。なぜだと思いますか。あれはもう完全に商売
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なんです。「Times Higher Education」というのは
イギリスの会社がやっているんです。なので、イギ
リスの大学、オックスフォードとケンブリッジが常
にいいのです。あと、アメリカの大学を相対的に落
としているのです。というのは、イギリスは、その
留学生を呼んでくるのがビジネスになっているので。
だから、東京大学もイギリス版のほうがランキング
が高いので、一生懸命日本の人はそれを使うんです
が、それを使っていると、世界ナンバー１はオック
スフォードであって、ハーバードも MIT も入らな
いです。アメリカは当然ハーバード、MIT なので
すが。
　ということで、ランキング１つとっても、もっと
言えば、アメリカがご存じのようにサイエンス、大
学ではナンバー１ですから、アメリカの大学の人と
いうのはこの「U.S. News & World Report」しか
見てないです。だから、アメリカの大学から見れば、
東京大学は74位なのです。それ以外の大学は100位
以下です。
　そもそも何で東京大学がそんなに簡単に没落して、
中国、シンガポール、サウジアラビアが、突然コン
ピューターサイエンスができるようになったのです
か。突然頭のいい天才がサウジアラビアに生まれた
のですか。そんなわけないです。日本が突然ばかに
なった。そんなわけないです。
　これ何が起こったかというと、アメリカで有名な
スタンフォード大学、マサチューセッツ工科大学

（MIT）のラボごと、その５人ぐらいの教授と准教
授とポスドクまで10人とか20人の単位で引き抜いて
くるんです。それでシンガポールとかサウジアラビ
アの大学に５年ぐらいいてくださいと、５年経った
ら帰ってもいいんですが、その間５年間でも非常に

潤沢な研究費をサウジアラビアが出すということを
やっているのです。
　そうすると、サウジアラビアのキング・アブドゥ
ルアズィーズ大学にいるわけですから、もともとは
スタンフォードにいた教授がサウジアラビアの大学
で論文をたくさん書く。当然サウジアラビアのこの
大学のランキングは上がっていくということで、日
本も同じことができるんです。
　日本がいくらお金がないとか言ってですね、別
にそんな１兆円も要らないです、1,000億円も要ら
ないです。100億円もあれば間違いなく絶対来ます。
100億円も要らないと思います。何十億円か出せば、
世界で最も優秀なコンピューターサイエンスの研究
グループはいくらでも引っ張ってこられるんですが、
日本は全くやらないです、そういうこと。東大もや
らない。東北大学もやらない。大阪大学もやらない。
　結局外から人間を連れてきたくないんですね。自
分たちだけで、日本人だけで、もっと言えば男の人
だけで、もっと言えば東京大学か東京大学出身者だ
けで固まっているのです。僕たちは賢いとか言って
いる間に世界中の大学に引き抜かれていくという、
コンピューターサイエンスができないようでは、も
う自動車の自動運転１つも絶望的にできないです。
となるともう次の世代の自動車ですね、トヨタも非
常に今後は厳しいと思います。
　頭脳流出、冒頭で話がありましたが。韓国もひど
いと言われているのですが、日本よりはまし。報道
の自由度ランキングも、日本は非常に評判が悪いで
す。特に過去10年ぐらい非常に評判が悪いです。先
週に、今日の資料を出してくださいというので、ち
ょっと新しい資料を少し探そうかなと思ったときに、
こういうニュースが来てもうびっくりしたんですけ
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ど。
　これ１週間前の NHK ニュース、１週間前です。
アイリスオーヤマ、皆さん聞いたことありますね、
プラスチックの引き出しとかつくっている会社です。
これハイテク産業ですか。違いますよね。ハイテク
ではない産業が、もはや中国から日本に戻ってくる
のです。なぜですか。日本のほうが人件費安いから。
いいですか、中国より今日本のほうが人件費安いん
です。皆さん信じられないと思いますけど。特にこ
のコンピューターサイエンスやっているようなコン
ピューターエンジニアは、日本より中国のほうがは
るかに給料がいいです、絶対額でいっても。
　その他、こういう産業が今続々と日本に帰ってき
ているのです。ということは、もはや日本の競争力、
安い賃金しかないって、中国より安い賃金というの
を売り物にするって、もうあまりにもつらいです。
これ現実です。

日本再生のためのビジョン
「勝ちを増やす」から「負けを減らす」に

　厳しい現実をずっとお話ししてきました。変える
べきことは多いのですが、システマティック、制度
的、網羅的に言えば、「プラン B」というのを私が
提唱しているんです。概念的な目的というところか
らいくと、「プラン A」は勝ちを増やす。分かりや
すく言うと、輸出を増やすという、「プラン B」は
負けを減らす。もっと分かりやすく言うと、輸入を
減らすということです。
　例えば食べ物、これ日本だって頑張ればいくらで
も農業生産上がるんですから、食べ物、国内で生産
できるもの、食料ですね、あと自然エネルギー、こ
れを国内で生産できるのをわざわざ外国にお金を払
って輸入しているわけですから、これは負けです。
　輸入すればするほど日本の円の価値が落ちるわけ
ですから、もはや先ほど申し上げたように工業製品
で勝てるものないんです。アイリスオーヤマが日本
に帰ってくるんです、賃金が安いからっていうだけ
で。そういうところが今後、日本向けの製品つくっ
ているんですよ。日本向けにつくるんだったら、日
本でやったほうが安いと言って。だから、日本に戻
ってきてこのプラスチックの引き出しをつくって、
それを今度世界に輸出しようなんて、アイリスオー
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ヤマは何も考えてないです。全く考えてないです、
もう競争力ないですから。
　プラスチックの引き出しなんかいくらつくっても、
どこの国でもつくれますから、プラスチックの引き
出しとかプラスチックの洗面器とか、そういうのを
つくっているんです。それ中国でつくるより日本の
ほうが安いというだけで帰ってくるんですけど、か
といって世界で日本より賃金の安い国はいくらでも
ありますから、プラスチックの引き出しなんて輸出
しようとしたってできないです、もはや。
　というわけで、勝ちは増やせないのです。もはや
輸出は増やせないのですが、せめてこの輸入を減ら
さないと、ご存じのようにもう日本は、今年から経
常収支が、国全体としての輸出・輸入のバランスが
非常に悪くなっています。これほんとに50年振りぐ
らいに悪くなっています。それで日本の通貨安も、
円も安くなっているのですが。

　あと国レベルで言うと、いまだに「プラン A」は輸
出と企業の設備投資の増大、実際設備投資を最近はや
ってないのですが、ですからもう輸出もできないので
す。今年もそうですが、円安が50年振りに進んだんで
すけど、日本の製造業の輸出はほとんど増えてないで
す。だからもう価格が多少安くなったぐらいでは日本
のプラスチック製品とか、プラスチック製の引き出し
なんて誰も買わないです、世界の人。

「負けを減らす」方策─公的なものへの投資

　というわけで「プラン B」です。富を日本から国

外に出ないようにする。１つは、さっきも申し上げ
ましたように日本国内で生産できる食料とかエネル
ギーとかです。日本国内でその再生エネルギーを使
うなり食料を生産すれば、ドル建てで外国から石油
なり小麦粉なり米を入れる必要はないんです。そう
いうのを減らしましょうと。
　あと大事なのは、将来生き残る社会資本産業。端
的に言って医療、教育、社会福祉、介護、あといわ
ゆる政府。そういったところで実質賃金、生活水準
を上げましょうというのが「プラン B」です。「プ
ラン A」は、当然花形は営利企業です。一方「プ
ラン B」というのは政府、これは中央政府だけでな
く地方自治体、あと民間の非営利組織、NPO と言
われているものです。
　事業の成功例ということで、日本も相変わらず、
今回皆さんコロナのワクチン、日本が大きく出遅れ
たということでワクチン開発すればいいと言うので

すが、もうワクチンに限らず、私の本に
も書いたのですが、今アメリカの新しい
新薬として発売される前までに、１つの
薬、ワクチンに限らず、平均して今１兆
円かかっているんです。１兆円お金をつ
くらないとアメリカのマーケットに入れ
ないというか、まともな製品はつくれな
いのです。
　逆に言えば、薬もいい薬はたくさんあ
るんです。ですから、既にがんの薬もた
くさんいいのがあって、どうしても今あ
るがんの例えば Chemotherapy（化学療

法）効かない、今あるがんの薬では効かない患者さ
んというのが例えば10％いたら、その10％をターゲ
ットにした、小さなマーケットをターゲットにした
その薬をつくることになるので。
　高血圧の薬はもう山ほどあります。だから高血圧
の患者さんが多いから、高血圧の新しい薬をつくれ
ば１兆円儲かりますよと言いますけど、もう既にい
い薬はたくさんあるのです。それよりはるかにいい
高血圧の薬をつくろうとすると１兆円どころではな
いんです。
　１兆円かけてこけましたって、税金の使い道とし
てそれどうなんだっていう話です。それよりも確実
に地元が潤うというのは医療、先ほど申し上げたそ
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の非営利組織であれば潤うという話です。
　日本ではその官か民かという分類ばかりしている
んですが、私はその分類はもうやめたほうがいいと
思います。もう全く違います。分類法の２ですね、
私が言いたいのは非営利か営利なのです。この旧来
の分類法の１というのは、この NPO、民間非営利
というのは民間に入っているのですが、最も私が注
目しているのが、組織外の株主への配当があるかな
いかです。
　営利企業はもちろん株主への配当があるのですが、
それを認めると組織外への富の流出、高知県の営利
企業、株主が東京にいれば当然株主がいる東京に富
が流れる。もっと言えば優良企業が高知県にできて
も、そこの企業が儲ければ儲けるほど株主、東京な
いし国外の株主がその株を買えば、富が高知県から
外に出ていってしまうのです。それを防ぐために、
私は非営利部門を重視しましょうと言っている。
　非営利部門として典型というのは、これまでは中
央政府、地方政府、地方自治体なのですが、これか
らは非営利の民間です、非営利の民間を大きくして
いく。実際この今の病院、原則として全て非営利で
す。ここを営利企業にしようという妄言を言ってい

る人がいますが、もう絶対やってはいけません。高
知県の富が外に出ていきます。
　あと公務員、日本は公務員叩きが好きでめちゃめ
ちゃ減らしていますけど、今どうなっていますか。
日本の公務員、雇用者に占める割合６％です、６
％、これはもう世界最低です、先進国中。これ先進
国 OECD の雇用者に占める公務員の割合です。も
うはっきり言います、先進国の３分の１しかいない
んです。北欧の５分の１です。日本は公務員減らし
たら日本が豊かになるというその迷信を、妄信とい
うか、わけの分からないエビデンスゼロの話を信じ
ていますけど、その結果どうなりました。ノルウェ
ー、フランス、アメリカ、ドイツ、日本、勝ってい
ますか。もう今半分近い、ノルウェーに比べたら日
本の所得なんて半分ぐらいです。アメリカに比べて
ももう６割ぐらいですし。
　というわけで、公務員頑張って、日本はかつては
多かったですけど、削れば削るほど、もちろん公務
員だけが理由ではないのですが、明らかに日本のや
っていることはもう先進国とは言えません。これで
パフォーマンスが落ちていると。公的セクターです
ね、公務員数が少なくて疲れ切っているというのも
あって、パンデミックみたいなことが起こったとき
に、普段その公務員は民間に比べるとおっとりして
いるとか言われますけど、こういったパンデミック
のような国全体が大きな災害に見舞われたときとい
うのは、やはり公務員がいるかいないか、非常に大
きいと思います。
　そもそもアメリカの政府というのは巨大産業な
のです。いいですか、GDP に貢献しているので
す。何度も言います。GDP に貢献しているのです。
1960年、80年、アメリカで一番 GDP に貢献したの



− 15 −

は製造業25％、1980年20％、その後製造業は15％に
なって、11％になって、今アメリカで一番 GDP に
貢献しているのは金融なのですけど、この赤色で塗
ったところをご覧になってください。これ政府です。
政府というのは GDP に貢献しているのです。
　GDP に貢献って大きく２つあって、営利企業と
いうのは、利益を出したらその利益が GDP に貢献
するんです。一方政府というのは理論上、あと非営
利団体、日本の病院のようなところは利益を出して
はいけない。そういうところというのは、給料を払
った分がそのまま GDP になるわけです。

　ということで、政府は GDP に役に立たないって
言っている人は、ぜひこれご覧になってほしいと思
います。これだけ見ると、アメリカはなんか社会主
義の国みたいです。アメリカのこの GDP を支えて
いるのがこの政府機関。一方、その日本の GDP ５
％です。これ見てください。アメリカの半分以下で
す、下手したら３分の１です。大体人数がそれぐら
いですから、GDP への貢献率も割合としてはそう
なのです。
　私が非営利団体というのを重視しているのが、左
がこの現状です、右が非営利部門を拡大すれば、

「プラン B」、私が理想とするのは右側なんですが、
現状が左です。これは何が違うか。上から、その蛇
口から水が出ている、例えば高知県が年間に支出し
ているお金です。下がバケツ、バケツが書いてある
のでバケツの理論というのですけど、このバケツの
中の水位が高くなるほど、高知県内の県の生活水準
が上がるのです。
　非営利部門と営利部門というのがありまして、非
営利部門、先ほど申し上げたような株主がいないので、
県内の非営利部門、政府なり自治体なり病院というの
はそのお金、株主に、県外の株主、国外の株主にお金
を出せないので、結局地元で回っていくんです。そう
すると回るたびに実は大きくなっていくんです。
　一方、営利部門は羽振りがいいようなんですが、
このバケツの底に穴が開いていますよね。というこ
とは、株主じゃなくてもチェーン店、コンビニとか
それ以外、レストランにしても日本のいろんな巨大
なチェーン店があるんですが、高知県もそういうチ
ェーン店たくさんあると思うんですが、そういうコ
ンビニとか食料品のチェーン店が儲かれば儲かるほ
ど、本社にお金が行ってしまいます、株主以前に。
ということで、高知県の富がどんどん東京、東京か
らさらに外国にだだ漏れ状態というのが続いている
わけです。
　というわけで、もちろん営利部門をいきなりゼロ
にはできません。ですが、その営利部門を少なくと
もかつてのようにというか、意識的にこの右の図の
ように、この中の割合を大きくすれば、全体として
最終的にこの営利と非営利部門の水の高さ同じぐら
いになるので、それで豊かになる。全体として高知
県内の県民の所得、豊かさは上がるはずだと。これ
はあくまで理論的なものなのですが。
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「負けを減らす」方策─医療政策の立場から

　薬もそうなのですが、肥満の予防、肥満になると
薬、糖尿病になるとか、アメリカは肥満が非常に大
きな問題になっていますので、痩せる薬というのが
あるのです。それなりに効くんです。でも、それ以
外に薬ではなくて予防医療教育、従来の保健師さん
とか管理栄養士さんが教室を開いて、生活パターン
とか生活習慣を変えましょうという教育だけをする
ことがほぼ同じ時間、実はアメリカの最近の研究で
は、この教育のほうが、薬も痩せる効き目があるの
ですが、予防教育のほうが効果があるという非常に
素晴らしい教育プログラムがアメリカで開発されて、
私もそれを日本で日本の文化に合うようなものを今
つくっているのですが。

　同じ300万円使うとしても、仮に先ほど言ったよ
うに、痩せる薬よりも痩せる効果があるこの教育プ
ログラムというのがあるのです。アメリカでちゃん
と証明されているのですが、同じお金を使う、要す
るに薬代に300万円使うか、管理栄養士の方を雇っ
て300万円払うか。従来の経済学ではこれ同じコス
トって言うのですけど、でも、お金を300万円払っ
た後、もしこの痩せる薬が全部アメリカ製の薬だっ
たら、ほとんどの利益というか、300万円の多くは、
高知県外はもちろん国外に富が出ていってしまうん
です。
　一方、同じ効果があるとしても、地元で高知県内
の病院ないし保健所で栄養士さんを雇って300万円
を払えば、ほぼ地元でお金を落としてくれるという
ことで、地元経済に寄与した格好です。やっぱり払
ったお金がどこに行くか。これはもう従来の経済学、
全然この区別をしていないのです。それをすべきで

はないかというのを、私が本で提案しま
した。
　医療にお金使ってもしょうがないと言
うんですが、これ塚原先生という日本の
マクロ経済学者、今法政大学の経済学部
の先生がつくったのを、私がちょっと見
やすいように図表にしたのですが、これ
も皆さん1960年というか70年、50年前に
比べると、日本の産業構造自体が変わり
ましたので、そもそも経済波及効果です、
その地元にお金がどれだけ回るかという
のも劇的に変わったんです。
　 か つ て は 製 造 業 が 強 か っ た の で す
が、今製造業で比較的強いのが、この輸
送機械と書いてありますが、これが自動
車のことです。１位が広告というのを置
いておいても、実は３位がなんとこれ社
会保険事業ですよ。この場合、自治体が
やっている国保です、あと地方公務員で
す、中央じゃなくて地方公務員です。な
ぜかと言うと、日本の公務員、実は中央
官庁はあまり少なくない。先ほど世界に
比べて３分の１から５分の１と申し上げ
ましたが、特にひどいのが地方公務員で
す。この５分の１よりさらに少ないです。
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ですから地方公務員増やせば増やすほど、いいです
か、雇用だけではないのです。経済波及効果が大き
いというのはもう出ているのです。
　あと保健衛生です。これも先ほど言った管理栄養
士さんを雇って、たばこをやめさせるとか肥満予防
をやれば、この係数の6. いくらってこれ何かって言
うと、300万円払うと、給料として管理栄養士さん
に、１年間で６倍になるんです。なぜかと言うと、
その管理栄養士さんがその地元のスーパーで食べ物
を買い物をすると、スーパーの売り上げが上がりま
す。そうすると、スーパーの勤めている従業員の人
が増える、ないしその人たちがボーナスをもらって、
今度近くのパン屋さんでよりたくさんお金を使うと。
そうすると今度パン屋さんが儲かって、近くのラー
メン屋さんに行くと。ラーメン屋さんが今度地元の
クリーニング屋さんに行くと。ということで大体年
間で６回ぐらいお金が回るので、そうすると１年
間経つと地元で雇った管理栄養士さんの300万円が
1,800万円になるのです、その地元では。
　ということで、もうこれ数字で出ているのです。
これ上のほう、この保健衛生です、だから予防とか
介護とか医療というのはこれ全部で60分野、日本の
産業を60に分けると、医療なんてほぼ全部上半分で
す。もう何度も言うように、この社会福祉とか地方
公務員、無駄だって言うんですけど逆です。ここを
増やせば地方の経済は良くなる。
　公共事業もう46位です、60中。１から５、高知県
に今から新しい自動車産業をつくるのは難しいかも
しれませんが、社会保険事業、地方公務員を増やす
というのはこれ決して難しくないです。それをやれ
ば一番地元の経済が潤うというのは、私ではなくて、
マクロ経済の塚原康博さんという先生がもう出して
いるのです。当然雇用も非常に、青色が医療ですが、
赤が特に私が重視している予防医療というのは優等
生です。だから、雇用をつくって地元の経済を潤し
たかったら日本全体でもう、これ日本全部の平均で
すよ、もうこういう数字が出ているのです。
　何度も言いますが、かつてはこういったその医療
産業というのは、こんなにランクは高くなかったで
す。経済波及効果もかつては低かった、高度成長期
の頃は。なので、相対的に多くのお金を製造業に回
すことで日本全体が豊かになったのですが、今もう

日本の産業構造、人口構造が変わった以上、医療、
福祉、介護にお金を回せば、公務員にお金を回せば
経済が大きくなりますというのは、数字で出ている
んですが、経済学者が出しているのに、日本の統治
機構はそのような税金の分配にはなっていないとい
うことです。細かい解釈はご覧になってください。

世界における
経済システム転換期の到来

　私が尊敬する水野和夫先生という方、経済学者、
もともとチーフエコノミストということで、三菱モ
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ルガン・スタンレーという日本のいわゆる投資金融
企業で最も大きなところでチーフエコノミスト、チ
ーフエコノミストって何をやっているかっていうと、
どの株を買えば当たるかというある意味当てものと
いうか、未来予測です。ご存じのようにいろんな人
が出てきて、SNS とかテレビとか本を出してこの
株を買いなさいとかって言うのですけど、水野先生、
実は日本で一番それで成功した人なのです。成功と
いうのは、言った株が一番当たったのです。それで
彼は最も日本でこの株買ったら儲かりますというポ
ジションで、最高のポジションについた
のが水野和夫先生なのです。
　なので、彼はもともと経済の学者出身
ではなくて金融業界のエコノミスト、も
っと言えば、どの株買ったら儲かります
というその話を彼は30年ぐらいやってき
た。ある時点で、いや、もうこれ投資す
るところがないというのに彼は気づくの
です。話が長くなるので、ぜひその辺の
細かいのはこの集英社新書をご覧になっ
ていただきたいのですが。
　実はもう日本に限らず、世界の経済シ
ステムが大きな転換期に来ているということです。
その国の経済システムの全体の利潤率というのは、
10年国債と一緒になるわけです。これ実は10年国債
というのはもう500年以上データがあるのです、ヨ
ーロッパには。500年以上データがあって、そのヨ
ーロッパのデータによると、とにかく国債の利子率
が２％以下になるとその経済システムは破綻すると
いうことで、最初は北イタリア、かつては経済の中
心であった北イタリアの経済が崩壊して、その後ス
ペイン経済がヨーロッパ経済の中心になるんですが、

スペイン経済もその後国債利子率が２％を下りると
そこで終わると。
　その他のあとはオランダが続いて、イギリスが続
いてということなんですが、今、日本の国債利子率
ということで、長い長い歴史ですね、1000年スパン
ぐらいの歴史で見てももう異常なんです、これだけ
この国債利子率が下がっているってことは。新しい
経済システムをつくる必要があると。もう細かい理
論はすっ飛びますが。とにかく水野先生の本、ぜひ
よろしかったらご覧ください。

　さらに、この今のメインストリームの経済学から
言えば、これも私が本で細かく理論で説明している
のですが、グルーバーという人、アメリカの大統領
の経済顧問、経済アドバイザーをもう10年以上やっ
ている人なのですが、公共経済学という世界で一番
権威のある教科書を書いている人なのです。もう教
科書にちゃんと書いてあるのです。こうやって10年
国債の利子率が下がるとなったら、社会資本産業に
配分を増やしましょうという趣旨のことを書いてあ
るのですが、日本の経済学者、誰も言わないです、
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アメリカで言う人もほとんどいないです。
　予防医療みたいなこんな地味なところにお金を回
すと、一発当ててＶ字回復したいとか言っているよ
うな人たちのビジネスと全く真逆の方向を向いてい
ますので、そういうことで、実は今ある経済学の理
論、マルクス経済学とか必要ないです。今ある経済
学、新古典派と言われている経済理論を使っても、
予防医療とか社会資本産業にもっとお金を使いまし
ょうというのを、教科書に書いてあるのです。皆さ
ん、教科書で勉強しているはずなのです。真面目な
学生というか、真面目な経済学者は。それを知って
か知らないか、知らないふりをしているのか、こう
いうことを言う人はほとんどいません。

多国籍企業への対抗策としての
北東アジア経済共同体

　「プラン A」、「プラン B」ということで、これは
冒頭で石川様からもお話いただいたように「プラン
A」、アメリカはすごくこの「プラン A」成功して
います。アメリカで一番人口が多くて、一番所得が
高くて、１人当たり GDP も高くて、アメリカの先

端産業が一番集まっているのはカリフォルニア州で
す。世界の中で一番「プラン A」が成功している
カリフォルニア州ですが、カリフォルニア州の財政
というのはもうどんどん悪化しています。富が全然
その地元の税金として払われないんです。
　ということで、私は「プラン A」をやったとこ
ろで、もはや日本全体を豊かにすることは日本でも
無理です。アメリカでも失敗しています。というこ
とで、99％豊かにするような、もっと民主主義が強
くなれば、政府がやるこのお金の使い道にももう少
し99％、これは下に書いてあるように数字に意味が
あるというか大多数です。１％、逆に言えば１％と
いう人たちは、働かなくても自分たちの持ってる株
式とか不動産からの上がりだけで食える人たちです。
そういう人たちと、毎日出勤しないと、毎日何か生
産しないと食べていけない人たちとの間の格差が広
がっているということで、政治制度として当然分権
を進めないと駄目ということです。分権がもっと進
んでいればコロナ対策ももう少し日本はまともだっ
たと思いますし、冒頭で申し上げたように、どこか
の経済ブロックに入らないと大変なことになると思
います。
　政策の正否、要するに社会実験をやるべきではな
いかということで先ほどのお話。これ冒頭でもお見
せした GDP の変化、世界ランキングで、日本既に
ギリギリ５位ですが、人口、GDP に比べても上と
見たらもう話にならないというのが分かります。イ
ンドの半分以下です、GDP。人口も中国、インド
の10分の１以下。GDP、アメリカ、ヨーロッパの
４分の１ですから。
　どうやったら浮上できるかっていうので、私が提
案したのが北東アジア経済共同体です。韓国、台湾
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と組むのは嫌だという人に既に反論はしました。も
う韓国、台湾、日本より豊かになっています。早い
うちに一緒にならないと、韓国も台湾も日本とは、
貧しい、貧しくなった、まだなってないんですが、
10年後は恐らくもう韓国、台湾にほぼ全ての指標で
日本は負けるので、そういう貧しい日本を抱え込み
たくないと。
　ましてや人口サイズで言えば、韓国は大体日本の
半分です、台湾がさらにその半分ですから４分の１
以下です、支えきれないです。ですから、日本がま
だ今の豊かさを持ってるうちに一緒になれば、お互
いギブアンドテイクできるものがありますから。こ
れもう10年経ったら、日本からギブできるものはほ

とんどなくなると思います。
　何で私がこれにこだわるかっていうと、北東アジ
ア、多国籍企業にもう勝てないです。ドイツもフ
ランスも単独の国では勝てないんです。GAFA、マ
イクロソフトが来て、ヨーロッパの中で商売やっ
てごっそり利益をヨーロッパから外に、EU から外
に持っていくんです。それを EU は阻止したいんで
す。ドイツもフランスもそうです。日本と同様、そ
の GAFA に対抗できるような企業はドイツにもフ
ランスにもイタリアにもないのですが、企業の競争
力がなければ、規制によって自分たちの国の富が外
に流出するのを防ぐしかないのです。
　EU は、そのために、もちろんいろんな目的はあ
るのですが、EU の非常に強い目的の１つは、自分
たちの中、EU の中でビジネスしたらそこで税金払
えよって、ある意味もう当然のことです。自分たち
の富を流出させないために1,000億円単位の巨大な
制裁、要するに税金払ってないだろうということで
税金を払わします。皆さんご存じのように GAFA、
日本での税金も非常に軽いです。アメリカでも軽い
です。というのはやはり大企業、こういった多国籍
企業に対抗するには１国ではもう、アメリカですら
非常に困難ですから、一番成功しているのは EU で
す。そこを見習わない限り、日本は GAFA に対抗
する企業をもはやつくれないですね、申し上げたよ
うに。
　東京大学のコンピューターサイエンスが137位で
すよ。137位の東京大学のコンピューターサイエン
スから、GAFA からは絶対に生まれません。そう
するともう EU のように規制によって自分の国の富
を守るしかないんです。１国では絶対に無理です。
先ほど申し上げたように、アメリカですら無理です
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から。EU のようにある程度のサイズをもって団結
しなければ駄目です。
　ということで、かつての植民地支配の原則です、
ディバイド・アンド・ルール、分断されたら統治さ
れてしまうということです。相変わらず韓国、台湾
と一緒になりたくないという。
　この写真、ご覧になった方いらっしゃいますか。
これ「New York Times」に出た、非常に有名な写
真です。これ何かと言うと、アメリカの大統領が在
職中に初めて広島を訪れて献花したんです。原爆の
被害者に対してお花を捧げたということなんですが、
そのときに、これオバマ大統領です、真ん中に出て
いるのが、ある日本の男性の方をハグしているので
す。
　皆さんご存じのように、日本では広島、長崎の原
爆は絶対悪なのですが、アメリカではいまだにそれ
を正当化する人が非常にたくさんいるのです。オバ
マ大統領もそれはもう分かっていたんです。この方、
被爆者です。広島の被爆者の方とハグしたら、当然
アメリカの国内から批判が出るだろうと思って、非
常にオバマ大統領は慎重にこのハグする方を選んだ
のです。
　この方は何をしていたかというと、実は広島の原
爆によって亡くなったアメリカ人もいるのです。と
いうのは、アメリカの兵隊で捕虜になって広島の捕
虜の収容所に入っていたアメリカ人がいて、その
方々が少数なのですが広島の原爆によってお亡くな
りになられたと。その方々が誰なのか、何という名
前で、どこから来たのかというのを調べたのがこの
日本の方です。そのアメリカの遺族の方に連絡した
と。
　広島でこういう原爆のせいでお亡くなりになりま

したということで、遺族の方は、どこでどういう死
に方をしたかっていうそれすら分からなかったので、
この彼に対して非常に感謝の言葉、念を持って遺族
の方がお礼を言ったということで、この死者を悼む
という行為は非常に普遍性があると思います。
　実は沖縄、済州島、台湾は地域的に近いのでいろ
いろな悲劇があるのですが、こういった死者をとも
に悼むんです。ですから、オバマ大統領は彼をハグ
しても、彼はアメリカ人であるにもかかわらず、被
爆して亡くなられた方を弔うということができたわ
けで、これによってアメリカと日本が、ある意味同
じ立場で原爆の被害者を悼むことができたと。そう
いうのを手始めにやるのがいいんだとか。

　あと、島薗先生がそういったことのお話をしてい
ます。第二次世界大戦、沖縄、本土空襲、原爆と。
沖縄にしてもそうです、沖縄は当然アメリカの兵隊
もたくさん亡くなりましたが、台湾、韓国からも軍
属の方が非常にたくさん亡くなられましたので、こ
の沖縄戦の死を悼むということは韓国、台湾、もっ
と言えばアメリカ、もっと言えばオーストラリアか
ら来た犠牲者の方がいますので、世界中に遺族がい
るんです。その方々と死を悼むというのも１つの最
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初の一歩です。
　これ私のかかわった映画で、もしよろしかったら、
ちょっと遠いですけど高松でもやってるということ
でおすすめします。
　「プラン B」、私の本、冒頭でご紹介した以外に、

「デモクラシータイムス」という独立系のメディア
です。新聞とかテレビを辞めた方がつくっているこ
ういうグループがあって、そこで全７回のシリーズ
で今日の「プラン B」の特集番組をつくっていただ
きました。それ以外にはいろいろな資料をつくりま
したので、興味のある方はここまでで一旦この資料
をご覧になっていただければと思います。
　ここで一旦質問を受けたいと思いますが、いかが
でしょうか。

（司会）

　約60分大変ありがとうございました。ほんとにい
ろんな指標をもとにした生々しい日本の現状といい
ますか、そういったことと、兪先生が言われる「プ
ラン B」が概略どんなものであるのかということに
ついてお話をいただきました。
　一旦ここで質疑の時間を設けたいと思います。発
言される方は恐れ入りますが、所属とお名前を言っ
ていただいてから発言していただくようにお願いし
ます。
　それではまずフロアの方からどなたか、ご質問等
あればお願いします。

（Ｑ：会場）

　失礼します。所属は現在大豊町役場というところ
におります、安藤と申します。本日はとても楽しみ
に、非常に興味のある内容でしたのでとても面白く

聞かせていただきました。
　かなり自分のことに引きつけて話を聞くような感
じになってしまったのですけども、ご説明あった中
で、この40年間でものすごい勢いで日本のその経済
的な部分が沈みに沈んでいるというのを、私今43な
んですけども、就職全くできない状況から結婚もで
きないし、家族もつくれないし、家も買えないし、
もう車も持ってないみたいな、全く何もないような
その時代を同世代の人間と一緒に生きてきたんです
けども。
　何でこんなことになったんだろうというのをずっ
と思っていまして、いろんな理由はあるとは思うん
ですけども、日本がこの40年間、実際いろんなその
経済的な打つ手を間違えてたというのはあるとは思
うんですけれども、先生はこの40年の間に日本が間
違えたその理由というか、どこから間違ってしまっ
ていたのかというのを、どういうふうに捉えられて
いるのかなというのを興味がありまして、ぜひ聞か
せていただきたいと思います。

（司会）

　ありがとうございます。もうお一方いかがでしょ
うか。

（Ｑ：会場）

　高知市民の松尾と申します。「プラン B」の負け
を減らすという中で、先生は食料品の輸入を減らす
ということが非常に大事であるとおっしゃられたと
思います。日本の農業がどんどんつぶされていった
背景には、アメリカのいろいろな意図があったと思
うのですが、今、日本がそのアメリカの食料を買う
ということを減らしていくということが可能だとお
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考えですか。

（司会）

　ありがとうございます。今のお二人の質問に答え
ていただいて、その後ほかにあればお伺いし、そし
て Zoom の方にもお聞きをしたいと思います。
　兪先生、お二人の質問に対してお願いいたします。

（Ａ：兪先生）

　貴重なご質問ありがとうございました。１つ目の
質問、日本過去40年、どこで打つ手を間違ったかと
いうことで、40年ではなくて正確には30年なんです。
日本のピーク、いわゆる国際競争力その他、先ほど
お見せしましたように日本の企業の価値が大きかっ
たのは大体89年90年ぐらい、95年ぐらいまではまだ
世界トップ３ぐらいだったんですが、95年以降止ま
らなかったということです。
　私が奇しくもアメリカに渡ったのが95年だったの
ですが、それでアメリカ人によく話をして、君いつ
日本から来たんだって聞かれて、95年ですと言う
と、ベストタイミングで逃げてきたなって言われた
のです。打つ手打つ手が完全に失敗しているんです
が、私はその最大の経済上の問題というのは、その
世界の経済システムというのは完全に変わったんで
す、ある時点で。それを日本の財界の人だけではな
く、日本社会全体がそれを理解できなかったという
ことです。
　これは何かっていうと、冷戦の終了です。これ安
全保障というだけではなくてその経済、私は今日は
経済に絞って言いたいのですが、いわゆるベルリン
の壁が崩れたのが89年です。これ私、最初偶然だと
思ったのです。ベルリンの壁が崩れたのと日本の株
式市場、あと日本の競争力が世界ナンバー１だった
っていうの同じなのです。ベルリンの壁が崩れたと
きに、なぜ日本がその後一気に没落していったのか。
これ何とか風が吹けば桶屋が儲かるとか、そのバタ
フライ効果とか言われるんですけど、全く無関係だ
ったのではないのです。
　これ何が変わったかというと、1990年以降という
のは、かつて冷戦が終わるまでは世界というのは経
済が完全に２つの世界があったのです。いわゆるソ
連経済ブロックとそれ以外の経済ブロックというの

があって、日本はソ連経済ブロックでない、当時は、
西側の経済ブロックの中に一番特化した経済システ
ムをつくり上げたのです。
　もうそのルールが完全に壊れたわけです。１つは
何かと言うと、投資先が東ヨーロッパにできたとい
うことです。だから日本に投資するよりも、実は東
ヨーロッパというのはその教育水準とか研究水準も
ともと非常に高かったわけですから、そこに投資す
れば優良な企業があると。もっと言えば、やっぱり
最終的に私は人間だと思います。
　東ヨーロッパは、かつてアメリカに移住したくて
もできなかった優秀な人がたくさんいるのです。こ
れが1989年ベルリンの壁が崩れたら何が起こったか。
東ヨーロッパから大量にアメリカに移民が入るので
す。これはほんとに日本で知られてないのですが、
アメリカって、先ほどグラフ見せましたけど、70年
代ぐらいは非常に移民が少なくて困っていたのです。
というのも西ヨーロッパが豊かになったので、西ヨ
ーロッパからその移民が入ってこない。アジアの人
もなかなか、文化的に違うので日本から、例えば日
本から行った人もなかなかアメリカの文化に馴染め
なくて帰ってくる人はたくさんいます。
　文化的に近いヨーロッパの人たちのうち、西ヨー
ロッパの人はもう豊かになったのでアメリカに行か
なくていいと思った。東ヨーロッパの人たちが大量
にアメリカに行く。あともう１つどこですか。中国
です。中国も鄧小平（トンシャオピン）が出てきて、
彼が開放政策をした。その結果、優秀な東ヨーロッ
パと中国の人たちが大量にアメリカに行くようにな
ったのです。あのとき、日本は中国の人材を引き受
けるべきでした。優秀な人は中国にたくさんいたの
です。日本に行けるんだったらどんな研究でもやり
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ますという人たちたくさんいたのですが、そういう
人たちをうまく活用できなかったんです、日本は。
　あとその冷戦が終わって、私の本にも書きました
が、日本の自動車が何でアメリカの自動車に勝った
かっていうと、アメリカで一番優秀なエンジニアと
いうのは、自動車じゃなくてコンピューターをつく
っていたのです。インターネットとか E メールと
かありますね、あれ全部軍事用に開発したのです。
ソ連との戦争のために E メールをつくって、イン
ターネットの基礎の技術、だから E メールなんて
あれは戦争のときの連絡用につくったもので、冷戦
が終わるまでは外に出してはいけないと言われてい
たのです。
　あと IT のその技術者も大量に国防省にいたので
すが、戦争が終わった後、ある意味人減らしもあっ
たうえに、いやもう民間に出してもいいよと、もう
ソ連の脅威がなくなったんだからというので、かつ
て軍事用の技術が大量に出ていったのが、だからマ
イクロソフトとか GAFA というの、あれ突然出て
きたのじゃないのです。あれもとは国防の人たちな
のです。ですから、彼らが出てきたときに、コンピ
ューターのところで日本が戦おうとしてももう勝て
ないです。
　人材の数でも東ヨーロッパと中国から、大量に優
秀な人たちが入ってきたので勝てなかったというの
が私の説明。ですから、そういった世界経済の変わ
り目ですね、優秀な人材の獲得合戦。それ安全保障
にいたところの国防省から人が流れてきたというの、
日本もだからそれを引っ張り込むというのはできな
かったということです。
　２つ目、負けを減らすということで食料品、アメ

リカの圧力で輸入をしているのだろうとおっし
ゃっていましたが、いや、これをはね返してい
る国あります。どこですか。EU です。何で EU、
そういうのができるのですか。さっきと同じ理
由です。GAFA に1,000億円とかって追徴金出せ
るのです。日本だって、それぐらいの損害恐ら
く、恐らくですけど受けているかもしれないで
す。でも、そういう巨額の制裁金とか全然科し
ていませんよね。同じです。日本１国では対抗
できないのです。
　アメリカというより、これはいわゆる多国籍

企業です、食料品もアグリビジネスとか言われてい
ますが、そういったその食料品の分野でも非常に力
の強い国際的な企業があるので、そこを規制するに
は日本１国では無理です。じゃあ EU に入れてもら
えますか。入れてもらえないですね。中国に入りま
すか。入りません。
　ということはもう日本独自で外交の力を高めるし
かないとなったら、同じような悩みを持っている国
がすぐそばにいるわけです。それは韓国と台湾です。
何度も言うように、これは別にお手々つないで仲良
くしましょうという話ではないんです。日本の富を
守るため、日本の農業を守るためだったら、同じよ
うな悩みを抱えている国、韓国、台湾そっくりです。
同じように農業を守ろうとしても、アメリカの多国
籍企業の圧力でどんどん韓国の農業も、台湾の農業
もつぶされています。
　かつてはヨーロッパも破壊されていたんです。そ
れをヨーロッパは押し戻したんです。なぜですか。
EU をつくったからです。そういうのは日本は学ぶ
べきです。アメリカの GAFA なんてもう追いつけ
ないんです。でも規制をするなら、その国際連帯を
するなら、まだ日本は可能性がそこにあると思いま
す。
　以上です。

（司会）

　お二人よろしいでしょうか。ありがとうございま
した。Zoom 参加の方、どなたか発言ありますか。
　手を挙げるボタンを押してください。ないですか。
　それではまた最後に、質疑の時間若干とりたいと
思いますので、何かあればそこでお願いするとして、
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では兪先生、後半お願いできますでしょうか。

公立・公的病院の再編統合の再検討を

　それでは、ここから各論です。何とか10分程度は
最後に質疑応答の時間をとりますので、これから20
分ぐらいで時間がある限り各論のほうを簡単に説明
していきたいと思います。
　高知県の皆さんにとってもまず最も切実な「公
立・公的病院の再編統合」、早い話が地方は人口が
減っているからつぶしてしまえということで、2019
年に全国424の公立・公的病院の再編統合を促して
いるということで、病床を減らせ、その他いろいろ
なのですが、当然地方、地元としては抵抗するのが
多いのです。

　じゃあそもそもどういう基準でこの424の病院を
選んだのかっていうことなんですが、大雑把に２つ
です。診療実績が少ない。これ、じゃあ少ないの基
準は何かっていうと、同じぐらいのサイズの病院を
比較して、日本全国でその同じサイズの、例えば
100ベッド以下とか、100から300ベッドぐらいとか、
日本全国で並べて下から３分の１に入るかどうか。
これが１つです。もう１つが、構想区域内に一定数
以上の医療機関が２つ、車で20分以内にあるかどう
か。そもそもこれ科学的なエビデンスに基づいてい

るのでしょうか。
　まずＡのほうを見ると、下から３分の１が少ない
っていうの、これは科学的根拠あるんですか。この
リストをつくるためのアドバイザーになっている大
学教授の人に聞いたんですけど、サイエンスなんか
どこにもないです、はっきり言っていました。何で
３分の１ですかって、政治的にたまたまその場で決
まっただけですって。
　それからＢです、車で20分なんですけど、これ車
って言いますけど、例えば東北とか雪が降ったらど
うするのですか、当然20分じゃ着かないですよ。東
京の都内でもめっちゃ混んでいたら、月曜日の朝と
か20分で着きますか。ということで、そういうこと
は全く考慮していないです。
　アメリカはいろんな研究があるので、アメリカも
その公的病院です、そういうのもう赤字で困ってい
るというか、患者さんが所得レベルが低いとそこの
病院、アメリカの場合公的病院、公的保険に入って
いる方が人口の３分の１ぐらいしかいないんです。
　ということで60％、70％は民間保険なので、アメ
リカの場合、それぞれの病院と保険会社が交渉して
値段を決めるので、かなり病院側が言い値で高い値
段をふっかけて、保険会社にそれを払うということ
になっているので、所得レベルが低いとか高齢者が
多いところの地域の病院というのは、どうしても国
というか、公的保険、医療保険からお金が入るので、
お金が足りなくてつぶれそうになるのですが、それ
つぶした結果、最寄りの病院への距離が延びれば延
びるほど死亡率が高くなるということです。それも
う研究で出ています。
　ということで、これほんとに20分以内というか、
実際に雪が降ったら、雪なんて私は昔北海道住んで
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いまして、もう５月の連休まで雪降ります。そうい
うときにはそんな簡単にスピードなんか出るんです
か。それで死亡率が上がってもいいのですか。人１
人死んだらどれぐらいのその価値があるのか。厚生
労働省、１人の人間の、１人の寿命を伸ばしたら
500万円の価値があるって言っているんですね。じ
ゃあ赤ちゃんがそのせいで亡くなっちゃったら、本
来80歳まで生きているはずですよね。そしたら80年
掛ける500万円で幾らになるのですか。４億円です。
１人亡くなったら４億円。それ価値を失ってもいい
のですかっていう、本来はそういうのを経済学者が
言わないと駄目なんですが、そういう議論も全く出
ておりません。
　これ私が今やっている研究なのですが、ある自治
体です、その自治体、病院が１つしかないんです。
驚くことにその病院のスタッフが地元のその自治体
に個人住民税収の３分の１、全体の税収の15％ぐら
い貢献している。15％です、全体の税収の。という
ことは、病院に対する補助金がもったいないからと
いってそれをつぶしてしまうと、税収が15％減って
しまうのです。そこの自治体10年間のそのぶれを見
たら、大体プラマイ５％ぐらいなのです。ですから
プラマイ５％のところにマイナス15％なんていうの
は、そこの自治体が耐えられるわけがないですよね。
　ですから病院というのは、住民税の３分の１では
なくて、全ての税を入れて、固定資産税、法人税も
入れてある自治体病院、自治体にある公病院です、
巨大病院じゃないですよ。もう全体の税収の15％、
住民税の３分の１は貢献しているのですが、それつ
ぶしてしまうともっと赤字が増える。さらに先ほど
言ったようにお子さんが死ぬかもしれない、出産が
できない、産婦人科がなければ女性がそこに住まな
いです。出産もしないということで、一気に人口が
減っていく、これ病院の話をしているようで、はっ
きり言って私から見れば、これもう地方つぶし以外
の何ものでもないです。
　病院がないところ、学校がないところに誰が移住
しますか、若い人が。実は高齢者もそうなんです。
地元の病院がつぶれて、つぶれるというか地元の病
院がどんどん縮小していくと、それが心配という理
由で今実は東京に移住している方も増えているので
す。実は、かつては若い人が金の卵と呼ばれて、中

学、高校を卒業して東京に行っているんですが、実
は今大量の高齢者が地方から東京に行ってます。と
いうことで、高齢者もいなくなったら、病院も介護
施設もなくなったらどうするんでしょう。
　実は私、高知県10年ぐらい前に一度講演に呼ばれ
たのですが、そのときに私を呼んでくださった病院
グループの方から聞いた話なので恐らく正しいと思
うのですが、十何年前の時点で高知県で正規の職員
を200人以上雇えるところは、もう高知県庁以外う
ちの病院、だから病院しかないですって言っていま
した。200人以上の正規職員を雇えるっていう、も
う事業所がないのです。かつては工場とかあったら
しいんですが、もうそういうのは全部撤退したので
ないです。先ほどのニュースみたいにアイリスオー
ヤマみたいに、中国で生産するより日本のほうが安
いからというのでもしかすると戻ってくるかもしれ
ませんけど、でもあまり当てにしないほうがいいで
す。
　私と今共同研究している方がやった研究で、人口
3,500人の自治体で個人住民税、これ10年間見ると
ほぼ30％でプラマイ５％以内、２％ぐらいに入って
います。ですが、これごっそり３分の１なくなった
らどうするんですか。だって地元の自治体、病院１
個しかないんですから、それがつぶれたら、ここで
働いいてるスタッフって同じ自治体の別の病院に勤
めるわけにいかないんですから、これ転出してしま
いますよね。住民税３分の１減ってしまうという怖
い話で、今長野県の幾つかの追加の病院で同じよう
な研究をしているところです。
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公共政策としての
医療費抑制は歳入増につながるのか

　各論の２です。医療費抑制論の話ということで、
とにかく歳出を削らないと駄目だということで、そ
の病院への歳出を削れば来年の歳入が上がるのかっ
て。我々に大事なのは、来年の歳入が上がるかどう
かです。今年の歳出を減らすことで、来年の歳入が
減ったらどうするんだ。
　これ先ほどお話ししました。ある自治体のデータ、
自治体にある病院のを使ったら、ある病院を全部ぶ
っつぶしたら地元の自治体の税収が15％減るんです。
住民税が30％減るんです。その目先の今年だけの歳
出を減らす、補助金を減らすことを考えて、来年の
歳入が30％住民税減っていいんですか。総収入の15
％が減ってもいいんですか。そういう議論は全くし
ていません。
　同じ質問を長らく財務省のエリート官僚とお話し
したときも、医療費削れ削れと言うんですが、それ
削った結果、来年の歳入がほんとに増えるという根
拠があるのですか。少なくとも来年の歳入が減らな
い根拠があるのですかって言ったら、そんなものは

誰も考えてないって言っていました。これエリート
官僚です、バリバリの。今大学教授されていますけ
ど、今法政だったかな、法政の教授されていますけ
ど。
　頭のいい大蔵省、財務省の人たちというのは、そ
の歳出削れって、日本のために削れっていうんです
けど、本当に日本のため考えるんだったら来年の歳
入が上がる、ここを削れば、ほんとに病院つぶせば
来年日本全体が豊かになるっていうのなら、まだ私
はそれは認めてもいいと思いますが、今年この地方
の病院つぶしたら地方が来年豊かになるとか、地方
のその自治体の収入が増えるとか、そういう計算は
全くしてないんです、彼らは。
　何でやらないのですかって言ったら、ほかの国で
もやってないからとかすごい理由言っていましたけ
ど、理由にならないですよ。だから歳出を減らすの
だったらエビデンスを出さないと、少なくてもエビ
デンスがないのだったら、メタメタに病院をつぶし
ている場合ではないんですよ。
　例えばこの国民医療費の伸びとかっていうのもあ
りますけど、これすごいなめらかです、毎年2.2％
上がっているんです。これ財務省が2.2 って決めた
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から、それに沿って上がっているだけなんです。だ
から、その気になればもっと増やせることができる
んです。でも2.2より増やすとこの国が滅びるみた
いなことを言っているのですが、そんな根拠は私が
知る限り世界の経済学の文献に１つもないです。も
ちろん医療費を増やしたからって豊かになるという
エビデンスもないですけど、伸び率を削ったからっ
て豊かになるっていうエビデンスもないです。そん
な単純な経済システムないです。
　日本といいその先進国、ましてやこういうスケー
ルの大きい先進国、もっときちんとしたデータの分
析っていうのが必要なのです。これはほんとにマク
ロの GDP のデータだけ見て、この国民総医療費だ
け見て分析可能なのですが、そういう単純な分析で
は何の答えも出てこないです。
　にもかかわらず、財務省が2.2％ねって決めると
もうそれ以上増えようがないのです。その枠でやろ
うとすると、当然その地方の病院をつぶせという話
になる。それをつぶすと、私の今同僚と研究してい
るように、ある自治体では、はい、つぶしましょう
といってつぶしたら、来年の地元の税収が15％減っ
て、住民税収入が30％減るということになるんです
が、全くそういうことは考慮されてないというので、
その辺はもっと警戒したほうがよいと思います。
　もう既に言いましたが、もう経済学的理論とかも
全くないです。エビデンスないです。怪しげな研究
している人今いますけど、私が理論的に木っ端微塵
にできます、そういういい加減な研究は。

　あと費用対効果、これももうあまり細かいこと言
わないですけど、日本もやっていると言っているん
ですが、国際標準から見るとあまりにもお粗末。ち
ょっと恥ずかしくて外に出せないレベルと言ってい

いです。何ていうかアメリカに比べると、もう日本
が今やっているこの公共政策のエビデンスというの
は、小学校の夏休みの宿題かって時々思うぐらいと
んでもないのがあります。ごく一部ちゃんとしてい
ますけど。

　何度も言っていますけど、来年度の税収が増える
のか、少なくとも減らないのかぐらいは検証してか
らやるべきだと思います。それすらやっていない。
　じゃあだから、どこにお金を回せば回るのか。既
にご紹介した同じやつです。マクロ経済学の塚原先
生が出しているんですけど、何度も言いますけどそ
の１億というか、もうだから100万円が600万円ぐら
い小さいと思うかもしれませんけど、これがじゃあ
１兆円、10兆円になるとどれぐらいのスケールにな
るかということです。日本全体の GDP、今大体500
兆円ぐらいです。日本全体の中央政府の支出は100
兆円でしたが、100兆円をどこに使うかです。
　100兆円のうち１兆円を保健衛生に増やせば、そ
れが全体としてその１兆円が６兆円に換わってくれ
るわけです。だから全産業平均が5.6だから言いま
すけど、5.6に比べて６とか6.1、地方公務員もそう
ですが6.1なわけですから、１兆円もし地方公務員
を増やすためにお金を使えば、全体として5,000億
円、国全体で豊かになれるのです、6.1から5.6引い
たら0.5ですから、日本の平均が１兆円ある部門に
お金を入れれば、その１年後に5.6兆円になるので
すが、地方公務員にお金を使えば6.1兆円になって
くれるわけです。
　平均的な産業に入れるよりも公務員を増やしたほ
うが、１兆円当たり5,000億円より多く日本の中の
回るお金が増えるのです。同様に医療、介護、福祉、
分かっているのですが、分かっているのに100兆円
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の中の配分を変えられない。むしろ、だからそこを
ひたすら削ろうとしているので、424病院を削れと
か、毎年2.2％しか医療費は伸ばしてはいけないと
か、このマクロ経済のきちんとした研究に比べれば、
先ほどの2.2％でないと日本が滅びるとか、あれは
サイエンスではないです。同様にその雇用そのもの
も大きなインパクトがあった。

日本のコロナ対策で露呈
─もっと人材に投資を

　コロナ・パンデミックひどい、どこから言ってい

いのかっていう、これ最初にお話ししましたけど
１兆円要るんです、日本が最初に使ったお金って幾
らかご存じですか。33億円です。33億円、ワクチ
ンつくりますとかって言って。いいですか、100億
円かけても話にならないです。1,000億円かけても
話にならないのに33億、この33億なんてよっぽど
PCR 検査しているほうがましです。
　その後次々と100億円ぐらい出しますとか言いま
すけど、何度も言いますけど１兆円かかるのです、
最低。もっと言えば世界中から人材を集めてこない
と駄目なんです。世界中からワクチン開発のエリー
トというのを、アフリカからインドから中国からラ
テンアメリカからアメリカから引き抜いてくるだけ
の企業の力、もっと言えば日本の魅力がないとワク
チン開発なんかできないです。だからお金も人も集
められないのに、ワクチンなんかにお金使っている
場合ではないのです。
　この次も絶望的な話なんですけど、人対象の抗体
検査、PCR 検査、ちなみに2020年世界最高だった
んですけど、今もう完全に中国に負けています。私
が一緒に研究している東京大学の児玉龍彦先生、国
会で証言とかされている方ですけど、彼がいろんな
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特許を持っているわけです、抗体検査とか。コロナ
が始まったときに、その東大の児玉先生のところに
中国の研究者たちが頭下げに来たらしいです。世界
で最高の抗体検査と PCR 検査つくりたいので、ア
ドバイザーになってください。
　まず抗体検査の機械のレベルを上げるために、
集めた研究者の数分かりますか、1,000人ですよ、
1,000人の研究者を集めてきた、中国。1,000人の研
究者を集めてきたので、児玉先生、彼らを指導して
ください、東大の先生、たくさん特許を持っている、
もう天才ですね、彼は。
　日本政府、研究するなって言うんです。大学で感染
すると駄目なので、東大に出てくるなと言って、彼は
東大で研究しようと思ったわけですね。東大で感染が
増えると駄目だと言う。彼はもちろん日本でも細々と
研究はするんですけど、中国の1,000人の研究者を指導
して、世界最高の抗体検査の機械を中国は１カ月でつ
くっちゃったんです。PCR 検査も同様です。
　日本は２年前、日本の PCR 検査の機械、抗体検査
の技術、世界最高だったのですが、いまや技術、コス
トの面でも完敗です、中国に。もちろんアメリカ、ヨ
ーロッパにも企業はあるんですが、そこにも完全に負
けています。なぜですか。東大の優秀な研究者がコロ
ナのために研究したいと言っても、学内で感染するか
ら出てくるなって言うんです、大学閉めるとかって言
っているんです。何やっているんですかね。
　というわけで、ワクチンもかつては日本最高、世
界初のワクチンたくさんつくったっていうのですけ
ど、先ほど申し上げたように昔は新しい薬つくるの
は簡単だったです。なんと20億円でブロックバスタ
ーの薬つくれたって言われたのですけど。日本がそ
の新しいワクチンを、その世界的なワクチンを確か
に幾つか出しましたけど、その頃はせいぜい、この
インフレ率を加味してですが、今の価値で20億円と
か、今の価値で50億円とか100億円出せばできたの
です。100億円ワクチンのためにつくれば、日本は
かつてそういうところにお金を使って100億円で新
しいワクチンができたから、今もできると。もうそ
れは無理です、何度も言いますけど。今は１兆円か
かるんです、１個つくるのに。
　ファイザー、モデルナ、１兆円近くかけています。
だから投資する単位が1,000億円なんです、1,000億

円。ビル・ゲイツがお金出しますと言ったときに、
ワクチンの開発会社に出した単位、１単位1,000億
円ですよ。日本は33億円で何とかなるとか言って、
もう話にならないんです。だから、小学校の夏の課
題レベルです、本当に。
　最後のコロナ関連の先端技術、これ実は最後の最
後に残っている、もうここに賭けようかなと思って
いるんですけどね。あと感染の予測モデルも誰もや
らないので、この神奈川県知事、かつてフジテレビ
の看板キャスターだった黒岩知事に言われて、神奈
川県にしても医療崩壊を起こさないためには、感染
者の数がどれぐらいあるか、今後２週間３週間で増
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えるかというのを予想して、病院にそのベッドを確
保してもらわないと駄目なんです、コロナ用の。そ
の予測を国がやってくれるか。やってくれないです。
　世界中の国、アメリカなんて3,000です、3,000の自
治体向けにやっているんです。日本は全くそんなこ
とをしてくれないので、仕方がないので、黒岩知事は、
国に言ってもやってくれないので、兪先生やってく
ださいというので、私がこれ半年かかりますよって
言ったんですけど、１カ月でやれって言われて、な
んちゃって予測モデルをやったんですが、なぜかよ

く当たったので記者会見までやったんです
けど。この日本経済新聞とか読売新聞とか、
NHK が特集番組までつくってくれたんで
す、私のために。
　コロナのこれ世界的に有名な論文で、私
がここに、これも東大の児玉先生の研究グ
ループです。ひと言で言うと日本のコロナ
の検査は非常に低くて、実はコロナで亡く
なった人というのは、日本は政府が公表し
ている６倍ぐらいいるんじゃないかという
ことで、人口当たりの死亡率、実は韓国の
10倍と言われているというので、これはも

う飛ばしちゃいます。
　この世界地図を見て、日本オレンジです。あとこの
オレンジというのは、政府発表より隠れている患者が
５倍以上いるところという、残念ながら日本、先進国
で唯一ここに入っちゃっています、オレンジに塗られ
ていますけど。ほかはあとオレンジと濃いオレンジと
いうのがデータが取れないでたらめな国ということで、
日本がその１つです。これタイとかマレーシア、シン
ガポールとかよりはるかに悪い。だから緑がちゃんと
したデータが取れている国です。
　国が発表している死亡者が実際の死亡者とほぼ同
じだという、これ世界的な研究グループが出した、
だからそれぞれの国のコロナ死亡者がどれぐらい正
確かというこのランキングです。日本は残念ながら、
先進国最低レベルというよりもう発展途上国には笑
われる。何遍見ても日本より濃い国なんて２つぐら
いしかないです。アルゼンチン、ブラジル、チリあ
たりに比べても日本は、日本のコロナ体制、コロナ
データはでたらめというか、コロナで亡くなった人
の数すら数えられないということです。
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　日本の最後の世界的な技術が残ったのは下水の中
です。コロナ、実は糞便中、おトイレに行くと便の中、
あと唾液にもあるので、皆さん１日１回ぐらいはトイ
レに行って糞便をして、１日１回ぐらいは歯を磨いて
唾液を出すので、そこのウイルスを測るという、これ
も今もう恐らくこれが最後の日本が残っている世界
最先端の技術なので、下水です、全数調査もやめてし
まったので、せめて下水からこの感染者を割り出そう
という研究を私が今やっているところです。県庁、全
国でやっているんですけど、例によって日本のほとん
どの自治体はこういうことをやっても隠しちゃうん

です。私は検査したデータは全部出しています。
　この青の縦バー、これ相模川流域、人口120万ぐら
い、横軸が日付です、去年の11月から検査を始めま
して、今年１月から第６波が始まって、この上の灰
色のプロットが下水中のウイルスの濃度です。なの
で、大体相関があるということで、逆にこの11月か
ら12月というのは従来の新規感染者がいなくなった。
そうするとやっぱり下水でも出てこないということ
です。この三角は出てこないという。これはもう全
数調査をやめてしまうので、もはやコロナがどこに
どれだけいるのかも分からなくなったということで。
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　最後、質問を受けたいと思います。

（司会）

　ありがとうございます。そうしましたら前半も含
めてで結構ですけれども、ご質問ある方いらっしゃ
いますか。

（Ｑ：会場）

　高知市民の松尾と申します。コロナの死者数が
日本はとても多いということで、なぜこれほどま
でにという理由ですが、結局政府がお金を十分に
使ってこなかったということが大きな原因でしょ
うか。

（司会）

　ほかの方よろしいですか。締め切りたいと思いますが。
　それでは Zoom の方、質問がある方は挙手をお願
いします。

（Ｑ：チャット）

　チャットにて失礼いたします。高知県職員の大池
と申します。
　現在、EU などではミュニシパリズム（municipalism
＝地域主権主義・自治体主義）が勢いを持ちつつあ
り、一度は民営化された公共サービスの再公営化や、
地元産食材・再生可能エネルギーの公共調達などに
より、地域のコモンズを守ろうとする革新的な都市

（自治体）が出現しています。そうした自治体レベ
ルで国債連帯を図ることにより、ブロック経済圏を
超えて GAFA のような巨大資本に対抗することは
できないでしょうか。

（司会）

　ほかの方いいですか。よろしいですか。
　じゃあ今の松尾さんの質問とチャットの分を１つ、
合わせて２つ、兪先生お願いします。

（Ａ：兪先生）

　ありがとうございました。１つ目のご質問、日本
が、政府がコロナ対策にお金を使わなかったという
のが、おっしゃるように直接的な原因かもしれない
んですが、根本的な原因は日本の選挙民がそれでい
いと思ったということだと思います。
　これだけ不十分なコロナ対策であるにもかかわら
ず、日本の与党は選挙をやってもぼろ勝ちし続けて
いますから、この程度のコロナの予算、この程度の
死亡者報告です、６分の１ぐらい過少報告しても誰
も文句言わないということで、そういう判断をして
きたということです。丸２年間これだけ世界的に遅
れても、日本の選挙民が強く日本の与党を支えてき
たというのが、私は最大の理由だと思います。
　政府にしても明らかにそこに反対の意見が出れば、
コロナ予算もっと使ったと思うのですが、選挙民の
側にも私は大きな理由があると思います。日本は民
主主義の国ですから選挙民がそういうことを、選挙
だけではなく普段からもその政治家への陳情とかデ
モをやってもいいと思うんですが、ほとんどそうい
った意思表示が見られなかった。批判がなかったの
で、当然コロナ予算、実は検査の予算もどんどん減
っています。
　ご存じのように第１波、第２波、新しい波が来る
たびに被害者の数は増えているのですが、日本のコ
ロナの検査予算どんどん減らされています。別にこ
れ減らしても、日本の住民、選挙民、文句言わない
からです。
　２つ目のご質問。高知県職員の大池様からいただ
きました。EU では民営化されたものを再公営化し
ておりますと。自治体レベルでの国際連帯を図ると
いうことなんですが、これもやはりおっしゃるよう
に、これができるから EU は対抗できているんです
ね。ですから日本も、日本の自治体の方ができれば
ほんとにイニシアティブをとって国を動かすぐらい、
韓国、台湾の自治体と連帯を組むべきです。
　私の本でも紹介しましたが、EU、どこに行って
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も選挙出られるんです。分かりますか。フランスの
首相が選挙で負けたからといって、スペインに行っ
てバルセロナ市長選に出ているんです。考えられま
すか。フランスは大統領制なので首相はナンバー２
です。日本の大蔵大臣やった人が選挙でもし仮に今
の与党が負けたら、大蔵大臣辞めて、僕の出身は韓
国のソウルだからってソウルの知事選に出ますか。
台湾はちょっと中国と政治的に一部だということに
なっています、ややハードルは高いかもしれません
が。
　だからそういうぐらい、人間のその政治家も含め
て、もちろん仕事をしたい人もです、もうほとんど
これ１つの国です。だから日本の３倍ぐらい、４億
人ぐらいの人たちがそうやって EU の中をぐるぐる
回っているのです。有能な人はフランスで首相をや
って、選挙で負けても、バルセロナの市長になりま
せんかってスペインから声がかかるわけです。
　だからそういう、それぐらいの何と言うんですか、
人の横のつながりというのは日本の都道府県と同じ
ぐらい、日本ならあり得るかもしれません。国会議
員されてて地元の自治体の首長になるとか、そうい
う方いろいろいますから、それと同じノリで国境を
越えてると。だからやっぱりこれをやるには EU の
ような大きな枠組みをつくらない限り、やはり難し
いと思います。
　以上です。

（司会）

　ありがとうございました。ほかにもあるのかもし
れませんが、もうお約束の時間が迫ってまいりまし
たので、以上で本日のセミナーは終了したいと思い
ます。
　最後に全体の拍手で兪先生にお礼に代えたいと思
いますので、よろしくお願いします。先生どうもあ
りがとうございました。

（兪先生）

　どうもありがとうございました。

（司会）

　それでは終わりたいと思います。53ページに「プ
ラン B」の関連資料というのがありますけども、先

生もお話しされましたが、４行目あたりからデモク
ラシータイムスというのがあります。これ無料でイ
ンターネット番組で見れますので、ぜひ興味のある
方はご視聴になってください。ちなみに先生がお話
の中で言及された水野和夫先生との対談なんかもあ
りますので、非常に興味深いです。
　以上補足して終了したいと思います。今日はあり
がとうございました。




